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【補助率】

近年、子供を取り巻く環境が大きく変化しており、未来を担う子供たちを健やかに育むためには、学校、家庭及び地域住民等がそれぞれの役割と責任を自覚

しつつ、地域全体で教育に取り組む体制づくりを進める必要がある。

そのため、地域と学校が連携・協働して、地域全体で未来を担う子供たちの成長を支えていく様々な活動を推進するため、地域と学校をつなぐコーディネー

ターが中心となり、地域住民や豊富な社会経験を持つ外部人材等の協力を得て、学校支援活動（学校支援地域本部）、地域未来塾、放課後子供教室、家庭教育

支援、地域ぐるみの学校安全体制の整備、スクールヘルスリーダー派遣などの取組を通じて社会全体の教育力の向上及び地域の活性化を図る。特に、中学生・高校

生等を対象に大学生や教員OBなど地域住民の協力やICTの活用等による原則無料の学習支援（地域未来塾）を充実させる。また、放課後子ども総合プランに基づ

き、放課後児童クラブと一体型の放課後子供教室を計画的に整備し、厚生労働省と連携した総合的な放課後対策をより一層充実させる。

平成２８年度予定額 5,246百万円

・活動拠点(居場所)の確保
・放課後等の学習指導
・自然体験活動支援
・文化活動支援 など

家庭教育支援員の配置
・家庭教育支援チームによる相談や支援
・親への学習機会の提供など
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地域学校協働本部

地域コーディネーター
（学校区レベル）

・授業等の学習補助
・部活動指導補助
・学校行事支援
・学校環境整備
・登下校の見守り等
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・スクールガードリーダーによる
学校安全体制の整備等

学習が遅れがちなどの中学生・高校生等を
対象とした地域住民の協力やICTの活用等
による原則無料の学習支援の充実

放課後児童クラブとの一体型を中心とする
放課後子ども総合プランの推進

地域の実情に応じて有機的に組み合わせて実施可能
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（平成２７年度予算額 5,079百万円）
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3,000箇所

3,100箇所
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1,800箇所

～地域学校協働活動の推進～
地域と学校が連携・協働して、地域全体で未来を担う
子供たちの成長を様々な活動を通じて総合的に推進

統括コーディネーター （市町村レベル）

※未実施地域における取組実施を推進
※地域コーディネーターの資質や取組の質の向上

地域住民や学校との連絡調整を行う地域コーディネー
ター及び複数のコーディネーターと連絡調整等を行う統
括コーディネーター配置や機能強化（持続可能な体制の
整備、人材の育成・確保、質の向上等）
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◎学校との連携・協働
◎住民・保護者間の連絡・調整

社会教育のフィールドにおいて、地
域の人々や団体により「緩やかな
ネットワークを形成した任意性の高
い体制。地域の実情に応じて活動内
容を選択して実施。

（1）ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ機能
（2）多様な活動 （より多くの 地域住民の参画）

（3）継続的な活動

本部の構成３要素
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文部科学省


